
　個別注記表　

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

① 有価証券の評価基準及び評価方法について、時価のない有価証券は、移動平均法

による原価法を採用しております

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法について、総平均法による原価法を採用しており

ます。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

通常の販売目的で保有する棚卸資産については、総平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算出しております。

これにより、当事業年度の損益への影響はございません。

③ 有形固定資産の減価償却方法は、建物については、平成１０年４月以前に取得したも

のについては、定率法を採用、それ以降に取得したものについては、定額法を採用し

ております。そのほかにつきましては、定率法を採用しております。

また、法人税法改正に伴い、平成１９年４月１日以降に取得した有形固定資産につい

て改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

なお、主な耐用年数は、建物１７年～３８年、構築物１０年～３０年、機械装置は、８年

～１５年、車両関係は、３年～５年であります。

④ 貸倒引当金の計上方法については、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権につきましては、税法基準を勘案して必要額を、貸倒懸念債権等特定の債権につ

きましては、個別に回収可能性を勘案して計上しております。
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⑤ 退職給付引当金の計上方法については、従業員の退職給付に備え、小規模会社等

における簡便法に基づき必要給付額を計上しております。

⑥ リース取引の処理方法は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

⑦ 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

２．会計方針の変更について

① 無形固定資産（ソフトウエア）の償却方法変更の件

ソフトウエアの償却方法については、従来定額法によっておりましたが、当年度より

転売可能なソフトウエアを除く自社利用分については、資産評価できないものとし

一括償却に変更致しました。

この変更は、グループ連結会計方針変更に伴うものであります。

この結果、当年度の減価償却費については、11,907千円増加しております。

② 電話加入権の評価基準及び評価方法

電話加入権については、その資産性があるものと評価しておりましたが、現在の状況

の状況を鑑みると、その資産性はないと判断致しました。

この変更は、グループ連結会計方針変更に伴うものであります。

評価方法変更により、無形固定資産額より2,371千円減損処理しております。
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３．貸借対照表に関する注記

（注） 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示している。

① 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　 475,418 千円

② 支配株主に対する短期金銭債権　　　　　 1,240,467 千円

売 掛 金 1,165,896 千円

未収入金 74,571 千円

支配株主に対する短期金銭債務　　　　　　 355,453 千円

買 掛 金 350,713 千円

未 払 金 4,740 千円

③ 債権流動化に伴う買戻限度額 100,187 千円

４．損益計算書に関する注記

① 支配株主との取引高

売上高 12,441,373 千円

仕入高 4,231,516 千円

（注）記載金額について、千円未満を四捨五入にて表示しております
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（注）記載金額について、千円未満を四捨五入にて表示しております

② 関係会社株式の再評価

当社は、関係会社株式として下記のとおり保有しておりましたが、その会社に

おける当年度決算期における財務状況を評価した結果、資産状況が悪化して

いることから、当社保有分について再評価を行い再評価における差額を評価

損失として、特別損失に計上しております。

(1)保有銘柄 株式会社　鹿島アントラーズＦＣ

(2)保有株数及び金額 600株　　　　60,000千円（\100,000/株）

(3)再評価の方法

2013年1月期における１株当たりの純資産額（\48,160/株）

(4)再評価の金額及び差額減損処理額

再評価金額 28,896 千円

減損処理額 31,104 千円

(5)再評価を行った年月日 2013年3月31日

（注）記載金額について、千円未満を四捨五入にて表示しております
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

① 当事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式　　486千株

② 配当に関する事項

(1)当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 平成２４年６月２７日

株 式 の 種 類 普通株式

配 当 の 原 資 利益剰余金

配 当 金 の 総 額 196,285千円

１株当たり配当額 403円88銭

基 準 日 平成２４年３月３１日

効 力 発 生 日 平成２４年６月２８日

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当効力が翌事業年度となるもの

決 議 平成２５年６月２８日

株 式 の 種 類 普通株式

配 当 の 原 資 利益剰余金

配 当 金 の 総 額 114,939千円

１株当たり配当額 236円50銭

基 準 日 平成２５年３月３１日

効 力 発 生 日 平成２５年７月１日
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効 力 発 生 日 平成２５年７月１日

６．税効果関係に関する注記

（繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳）

繰延税金資産

退職給付引当金 153,753 千円

役員退職引当金 6,800 千円

賞与引当金 47,044 千円

その他 14,391 千円

繰延税金資産　小計 221,990 千円

評価性引当額 △ 0 千円

繰延税金資産合計 221,990 千円

（注）記載金額について、千円未満を四捨五入にて表示しております

７．退職給付関係に関する注記

（退職給付制度の概要）

退職金規定に基づく社内積立の退職一時金と確定給付型年金制度を採用して

おります。

（退職給付費用に関する事項）

勤務費用および年金資産拠出金 55,605 千円

退職給付費用 55,605 千円

（注）記載金額について、千円未満を四捨五入にて表示しております
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８．１株当たり情報に関する注記

① １株当たり純資産額 　　　　 3,195円49銭

② １株当たり純利益額 　　　　    362円08銭

９．その他の注記

期末日満期手形の会計処理については、交換日に決済が行われたものとして処理
しております。
なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を交換日に
決済が行われたものとして処理しております。

① 受取手形 13,309 千円
② 支払手形 578 千円

（注）記載金額について、千円未満を四捨五入にて表示しております
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